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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （千円） 12,423,209 13,205,807 13,601,215 13,323,287 13,922,247

経常利益 （千円） 426,170 555,482 658,283 836,592 1,089,361

当期純利益 （千円） 778,633 424,105 400,903 506,494 692,552

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － － －

資本金 （千円） 750,000 750,000 750,000 750,000 750,000

発行済株式総数 （株） 4,395,000 4,395,000 4,395,000 4,395,000 4,395,000

純資産額 （千円） 3,782,730 4,130,238 4,453,243 4,814,903 5,396,552

総資産額 （千円） 6,441,696 7,546,163 7,655,490 7,349,837 8,318,172

１株当たり純資産額 （円） 860.73 939.81 1,013.32 1,095.63 1,227.99

１株当たり配当額
（円）

25.00 30.00 32.00 34.00 38.00

（うち１株当たり中間配当額） (15.00) (10.00) (15.00) (16.00) (17.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 177.17 96.50 91.22 115.25 157.59

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 58.7 54.7 58.2 65.5 64.9

自己資本利益率 （％） 27.62 10.72 9.34 10.93 13.56

株価収益率 （倍） 2.98 6.40 9.22 8.59 7.31

配当性向 （％） 14.1 31.1 35.1 29.5 24.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） － 1,561,044 301,188 226,615 956,229

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） － 6,919 △28,876 △57,806 △19,694

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） － △278,457 △136,677 △364,231 △301,793

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） － 3,765,312 3,900,946 3,705,524 4,340,265

従業員数
（人）

1,057 1,025 994 985 972

(外、平均臨時雇用者数) (23) － － － －

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第31期の１株当たり配当額には、合併記念配当５円を含んでおります。

５．第31期は、連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フローは記載しておりません。

６．第32期から第35期の平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しておりま

す。
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２【沿革】

年月 事項

昭和55年６月 日本システムクリエート株式会社設立

昭和56年５月 大阪営業所（現大阪支社）開設

昭和59年５月 ダイヤモンドコンピューターサービス株式会社（現三菱総研ＤＣＳ株式会社）が資本参加

昭和60年11月 採用の多様化等に対応するため子会社株式会社ジェー・エス・ピー（平成17年４月に商号を株式会社

ＪＳＰに変更、平成20年１月に株式会社プラネット・システム・サービスと合併）を設立

昭和63年10月 システム運用管理事業の本格化に対応するため子会社株式会社ジェー・エス・オーを設立

平成７年７月 コンピュータ関連商品販売事業に参入

平成13年４月 顧客に対してより一体化したサービスを提供するため子会社株式会社ジェー・エス・オーを吸収合併

平成15年４月 株式会社ヤン・コーポレーションを吸収合併

平成16年７月 個人情報保護、管理に関する宣言

平成17年３月 プライバシーマークを取得

平成17年４月 商号を株式会社ＪＳＣに変更

平成18年10月 ジャスダック証券取引所（現：東京証券取引所 ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に株式を上場

平成19年７月 ＩＴ技術者の人材派遣事業を主体とする株式会社プラネット・システム・サービスを子会社化

平成20年１月 株式会社プラネット・システム・サービス（存続会社）と株式会社ＪＳＰを合併

平成22年４月 株式会社イーウェーヴと合併し、商号を株式会社Minoriソリューションズに変更

平成23年１月 子会社の株式会社プラネット・システム・サービスを吸収合併

平成27年６月 東京証券取引所市場第二部に市場変更
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３【事業の内容】

　当社は、サービスの性質及び顧客の特性を考慮し、サービスごとに包括的な戦略を立案し、事業活動を展開して

おります。

（１）ソフトウェア開発………各種業務や機能など多様なニーズに対するシステムコンサルティング、システム導

入技術支援及びソフトウェアの新規開発に至る業務

（２）システム運用管理………大型汎用機から中小型機及びこれらを連携させたシステム等の広い領域にわたるオ

ペレーション・運用監視・ネットワーク管理、アウトソーシング等の業務

（３）システム機器販売………パーソナルコンピュータ及びその周辺機器、各種サーバ・ネットワーク機器、汎

用パッケージ、セキュリティシステム等ハードウェア及びソフトウェアの販売

 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

 

（平成27年３月31日現在）
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４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

 

５【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

972 37.8 11.5 5,527

 

セグメントの名称 従業員数（人）

ソフトウェア開発、システム運用管理、システム機器販売 929 

 全社（共通） 43 

合計 972 

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外へ出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。な

お、臨時雇用者の総数が従業員数の100分の10未満のため、平均臨時雇用者数の記載を省略しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．事業の性質上特定のセグメントに区分することが困難なため、一括して記載しております。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、セグメントに区分できない管理部門に所属しているもので

あります。

 

（２）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）経営成績に関する分析

当事業年度における我が国経済は、政府・日本銀行による経済政策・金融政策等により円安・株高基調が継続

し、企業収益や雇用情勢にも改善が見られ、緩やかな回復基調で推移しました。

情報サービス業界においては、企業活動のグローバル化対応や一層の業務効率化を目的とする既存ITインフラの

更新需要、企業の売上成長へ向けた戦略的な新規IT投資案件など、システム開発案件の受注環境は堅調に推移しま

した。一方で、IT投資・需要の回復及び技術の高度化を背景に、IT技術者の確保は重要な課題となっております。

このような状況の下、当社は、既存顧客の深耕やサービスラインナップの拡充等による受注機会の拡大ととも

に、業務の効率化や品質の安定化等、一層の収益力向上に努めました。

この結果、当事業年度における経営成績は、売上高は13,922,247千円（前事業年度比4.5％増）、営業利益は

1,065,883千円（同29.3％増）、経常利益は1,089,361千円（同30.2％増）、当期純利益は692,552千円（同36.7％

増）となりました。

　　報告セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①ソフトウェア開発

　既存顧客における各種業務システムやITインフラの更新案件、金融機関を中心としたシステム統合案件、新規顧

客におけるERPパッケージを活用した基幹系システム開発案件等が順調に推移し、売上高は9,603,429千円（前事業

年度比6.7％増）となりました。また、プロジェクト管理の強化や、業務の生産性・品質の向上に向けた取り組み

の成果により収益性が向上し、セグメント利益は1,238,037千円（同22.1％増）となりました。

②システム運用管理

金融業・通信業向けを中心とした大口顧客への安定した案件を確保し、売上高は3,693,404千円（前事業年度比

0.1％増）となりました。また、効率的な運用・保守体制の提案や付加価値の高い業務へのシフトといった取り組

みの成果により収益性が向上し、セグメント利益は395,824千円（同9.9％増）となりました。

③システム機器販売

 ソフトウェア開発案件に関連する機器の販売を中心に推移し、売上高は625,413千円（前事業年度比1.3％減）

となりました。セグメント利益は減価償却費等の増加により41,780千円（同16.3％減）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ634,741千円増加し

4,340,265千円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は956,229千円（前事業年度は226,615千円の獲得）となりました。これは主に、税引

前当期純利益1,105,546千円の計上、未払消費税等の増加258,338千円、仕入債務の増加175,630千円、減価償却費

90,571千円の計上により資金が増加した一方、法人税等の支払414,236千円、売上債権の増加350,772千円により資金

が減少したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は19,694千円（前事業年度は57,806千円の支出）となりました。これは主に、無形固

定資産の取得38,207千円、差入保証金の差入18,287千円により資金が減少した一方、投資有価証券の売却33,329千円

により資金が増加したことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により支出した資金は301,793千円（前事業年度は364,231千円の支出）となりました。これは主に、短期

借入金100,000千円の返済、配当金153,880千円の支払いによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当事業年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

前年同期比（％）

ソフトウェア開発（千円） 9,577,015 106.4

システム運用管理（千円） 3,690,272 100.2

合計（千円） 13,267,287 104.6

（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）仕入実績

当事業年度の商品仕入実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称

当事業年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

前年同期比（％）

システム機器販売（千円） 492,865 95.4

（注）１．金額は、仕入価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（３）受注状況

当事業年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高
前年同期

比（％）
受注残高

前年同期

比（％）

ソフトウェア開発（千円） 9,833,609 109.0 2,648,766 109.5

システム運用管理（千円） 3,666,411 100.3 1,470,556 98.2

合計（千円） 13,500,020 106.5 4,119,322 105.2

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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（４）販売実績

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

前年同期比（％）

ソフトウェア開発（千円） 9,603,429 106.7

システム運用管理（千円） 3,693,404 100.1

システム機器販売（千円） 625,413 98.7

合計（千円） 13,922,247 104.5

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

三菱総研ＤＣＳ株式会社 2,032,172 15.3 1,817,730 13.1

ＳＣＳＫ株式会社 － － 1,506,187 10.8

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社を取り巻く事業環境は、IT投資に回復の兆しが見えはじめ、特にクラウドコンピューティングに代表されるIT

のサービス化や、スマートフォン、タブレット等の業務利用の拡大、企業のグローバル化への対応等、各企業の事業

戦略に対応した多様なITニーズが芽生えつつあります。一方で業界内の競争は激化しております。そのような状況の

下で、当社では、顧客の事業に貢献するソリューションの提供と、より安定した事業基盤の構築のため、以下を重点

課題として取り組んでおります。

（１）情報管理について

当社の属する情報サービス産業では、特に個人情報の保護、機密情報の守秘義務等が厳格に求められておりま

す。当社の業務においても、多種多様な職場で数多くの個人情報や機密情報を取扱う機会が多く、お客様からも情

報管理についての強化が要請されております。

このような状況を踏まえて、当社では、個人情報に関する第三者認証制度である「プライバシーマーク」や、情

報セキュリティマネジメントシステムの国際標準規格である「ISO/IEC 27001」及び「情報セキュリティマネジメ

ントシステム（ISMS)適合性評価制度」の認証を取得しております。

今後とも、定期的な社内教育、内部監査、規程類の見直し、セキュリティ強化等適切な運用を行い、継続的に管

理体制を維持することが重要な課題と認識しております。

（２）優秀な人材の確保について

当社が事業を拡大していくためには、一定水準以上のスキルを有する優秀な技術者の確保が不可欠であり、これ

にかかわる要員の確保とともに、技術及び業務ノウハウの専門性、信頼性の強化・育成が重要な課題と認識してお

ります。今後とも積極的な採用活動、教育の拡充とともに、「働きやすい魅力ある会社」の実現に向け注力して参

ります。

（３）収益性の向上について

国内企業の情報化投資が活発化している一方、お客様のニーズが高度化しております。当社では、サービス品質

の向上及び高付加価値サービスの提供により価格競争力の向上に努めるとともに、人的資源配分の効率化、外注の

適切な利用拡大等、原価並びに販売費及び一般管理費のスリム化を一層進め、収益性の向上に努めて参ります。

（４）サービス品質の安定化・向上、生産性の向上について

PMO室及び各事業部門におけるプロジェクト管理を一層徹底するとともに、作業の標準化や各フレームワーク、

パッケージ等の活用により、品質の安定化を進めております。また、社内・プロジェクト内における技術や業務ノ

ウハウの共有と相互活用、技術者の専門性向上、要員のローテーション及び効率的な人的資源配分等により、全般

的な業務の生産性向上に努めております。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性がある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項については、当事業年度末において当社が判断したものであります。

 

（１）情報管理について

当社の業務においては、多くの個人情報や機密情報を取扱う場合があるため、管理体制の確立、規程類の整

備・運用、社員教育等の実施を積極的に行っております。また協力会社各社に対しても同様な教育を実施して

おります。

　現時点まで個人情報や機密情報の流出による問題は生じておりませんが、今後、不測の事態により、これら

が外部へ漏洩または毀損した場合は、当社の社会的信用の失墜による売上の減少や、損害賠償による費用発生

等により、財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（２）優秀な人材の確保について

当社では、現時点では必要な技術者は確保されておりますが、今後労働市場の逼迫等により、必要とする人

材が確保できない場合、または従業員が大量に退職した場合は、当社の事業展開が制約され、財政状態及び経

営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（３）受注契約について

当社が属する情報サービス産業においては、大規模な受注ソフトウェア開発について多様な顧客のニーズへ

の対応及び最新の技術が求められることから、そのサービス内容を契約締結段階で詳細に固めることが困難な

場合が多く、当初の見積と実際発生した工数との間に乖離が生じる可能性があります。また、事前の商談、顧

客ニーズの調査、見積作成にかかわる人件費等は、契約合意に至らない場合は、コストとして負担を強いられ

ることとなります。

　このため当社では、見積を基に受注金額を事前に決定する受託案件については、プロジェクトごとの採算管

理を徹底するとともに、早期にリスク対応を図ることができるよう社内体制を整備しておりますが、想定を超

える工数増加や納期遅延等が発生した場合は、人員の増強・維持等によりプロジェクトの収支が悪化し、当社

の財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（４）システムトラブル等の不具合について

当社が担当するシステムにおいて、当社の責めに帰すべき事由による不具合（誤動作、バグ、納期遅延、作

業ミス等）が生じた場合は、損害賠償責任の発生や信頼の失墜により、当社の財政状態や経営成績等に影響を

及ぼす可能性があります。

　また、当社は、社内のコンピュータシステムに関して、バックアップにより災害対策を講じておりますが、

地震や火災等の災害、コンピュータ・ウィルス、電力供給の停止、通信障害、通信事業者に起因するサービス

の中断や停止等、予測不可能な事由によりシステムトラブルが生じた場合は、当社の財政状態及び経営成績等

に影響を及ぼす可能性があります。

（５）三菱総研ＤＣＳ株式会社との関係について

当事業年度末、三菱総研ＤＣＳ株式会社は当社発行済株式総数の15.67%を所有する主要株主であり、同社と

の関係は次のとおりであります。

 当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要

株主

三菱総研ＤＣＳ

株式会社

東京都

品川区
6,059,356 情報サービス業

(被所有)

直接 15.7
営業上の取引先 売上高 1,817,730  売掛金 173,463

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記の売上高についての取引は、市場価格を参考に双方協議のうえ決定しております。
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（取引関係について）

三菱総研ＤＣＳ株式会社は当社の主要販売先の１つであり、同社並びに同社の子会社に対する売上高及び当

社の総売上高に対する割合は次のとおりであります。

相手先
平成26年３月期 平成27年３月期

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

三菱総研ＤＣＳ株式会社 2,032,172 15.3 1,817,730 13.1

 東北ディーシーエス株式会社 22,731 0.2 － －

株式会社アイ・ティー・ワン 7,650 0.1 10,200 0.1

三菱総研ＤＣＳ株式会社グループ合計 2,062,553 15.5 1,827,930 13.1

当社といたしましては、今後とも三菱総研ＤＣＳ株式会社との良好な関係の維持、取引の継続に努めていく

所存ではありますが、同社の取引会社への発注方針によっては、今後、当社の事業展開に支障をきたす恐れが

あり、当社の財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

（６）外注への依存度について

当社は業務遂行上必要に応じて協力会社に外注しており、当事業年度における外注依存度は、３割を超えて

おります。外注を活用する理由としては、固定費の削減や、事業展開が柔軟になる等のメリットを確保するこ

とにあり、当社は外注先への要求事項や、ビジネスパートナーとしての位置づけを明確にしたうえで長期・安

定的な取引の構築を図るとともに、納品物の品質向上を指導し実現しております。

　現時点では必要な外注先は確保されておりますが、他社による外注先の囲い込み等による労働市場の逼迫等

により、高度な技術レベルのソフトウェア会社を一定数以上確保できない場合、または優良な外注先を安定的

また継続的に確保できない場合は、当社の財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

（７）競合について

当社が属する情報サービス産業においては、国内外の様々な企業による事業強化や新規参入による業界内で

の競争激化が進んでいることから、多様な顧客のニーズ及び最新の技術への対応と、新たなサービスの創出が

求められております。

　当社では、長年にわたる事業活動の結果得られた顧客との信頼関係及び業務にかかわるシステムノウハウ等

の経営資源を有効に活用できるよう社内体制を整備しておりますが、想定を超える顧客のニーズ及び技術が急

速かつ多面的に変化した場合、また業界内部での価格競争が激化する等の事態が発生した場合は、当社の財政

状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

 

６【研究開発活動】

当事業年度における新規ビジネス創出の取り組みとしては、ERPパッケージをはじめとするシステムプロダクトに

よるソリューション展開に注力したため、研究開発費としての費目は発生致しませんでした。

 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項については、当事業年度末において当社が判断したものであります。

（１）重要な会計方針及び見積

　当社の財務諸表は我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。そ

の作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与え

る見積を必要とします。経営者は、これらの見積について、過去の実績等を勘案し合理的に判断しております

が、実際の結果は見積特有の不確実性があるため、これらの見積と異なる場合があります。

　当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５［経理の状況］１［財務諸表等］(１)［財務諸表］（重

要な会計方針）に記載しております。

 

（２）当事業年度の経営成績の分析

①売上高・営業利益

　当事業年度における売上高は、13,922,247千円（前事業年度比4.5％増）となり、営業利益は、1,065,883千

円（同29.3％増）となりました。

②経常利益

　当事業年度における経常利益は、1,089,361千円（前事業年度比30.2％増）となりました。

営業外収益に保険配当金8,715千円、受取配当金8,132千円、有価証券利息7,821千円等があり、営業外費用に

支払利息5,208千円等の計上がありました。

③当期純利益

　当事業年度における当期純利益は、692,552千円（前事業年度比36.7％増）となりました。

特別利益に投資有価証券売却益16,184千円の計上がありました。

 

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、第２[事業の状況] ４[事業等のリスク]に記載してお

ります。
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（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ634,741千円増加し、4,340,265千円とな

りました。なお、詳細につきましては、第２[事業の状況] １[業績等の概要] (２)キャッシュ・フローの状況

に記載しております。

②財政状態

　当事業年度末の資産につきましては、総資産は、8,318,172千円となり、前事業年度末に比べ968,334千円の

増加となりました。

　流動資産は、967,748千円の増加となり、これは主に現金及び預金が634,741千円、売掛金が354,866千円そ

れぞれ増加したことによるものであります。

　固定資産は、586千円の増加となり、これは主に投資有価証券が66,813千円増加した一方、繰延税金資産が

21,985千円、有形固定資産が36,741千円、無形固定資産が12,056千円それぞれ減少したことによるものであり

ます。

　負債につきましては、2,921,620千円となり、前事業年度末に比べ386,685千円の増加となりました。

　流動負債は、361,529千円の増加となり、これは主に未払消費税等が258,338千円、買掛金が175,630千円そ

れぞれ増加した一方、短期借入金が100,000千円減少したことによるものであります。

　固定負債は、25,156千円の増加となり、これは主に退職給付引当金が51,606千円増加した一方、リース債務

が21,249千円減少したことによるものであります。

　純資産につきましては、5,396,552千円となり、前事業年度末に比べ581,648千円の増加となりました。これ

は主に利益剰余金が538,739千円増加したことによるものであります。

 

（５）経営者の問題意識と今後の方針について

　当社では、現在の事業環境及び入手可能な情報を踏まえて、最善の経営方針を立案し実行するよう努めてお

ります。当社をとりまく環境は、競争激化や品質管理、付加価値の向上、セキュリティ対策等課題が多く、こ

れらを勘案すると今後についてもますます厳しい状況が続くものと予想されます。

当社といたしましては、更なる生産効率の向上を目指し、付加価値の高いサービスを提供することにより、

品質の安定と顧客の信頼確保に努めて参ります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

設備投資の総額は34,557千円であり、その主なものは、ソフトウェア開発セグメントに係るソフトウェア等であ

ります。

 

２【主要な設備の状況】

平成27年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
(人)建物 構築物

工具、器
具及び備
品

土地
（面積㎡)

リース資
産(有形)

合計

新宿本社
(東京都新宿区)

ソフトウェア開発
システム運用管理
システム機器販売
管理部門

本社機能
業務施設 13,994 － 9,603 － 16,019 39,617 541

大阪支社
(大阪市中央区)

ソフトウェア開発
システム運用管理
システム機器販売
管理部門

業務施設 1,019 － 4,592 － 1,256 6,868 296

松本事業所
(長野県松本市)

ソフトウェア開発
システム運用管理
システム機器販売

業務施設 44,006 476 1,673 34,200
(1,571.11)

1,997 82,354 59

名古屋事業所
(名古屋市中区)

ソフトウェア開発
システム運用管理
システム機器販売

業務施設 229 － 0 － － 229 31

福岡事業所
(福岡市博多区)

ソフトウェア開発
システム運用管理
システム機器販売

業務施設 － － 52 － － 52 22

仙台事業所
（仙台市青葉区)

ソフトウェア開発
システム運用管理
システム機器販売

業務施設 1,502 － 1,019 － － 2,522 23

合計 60,752 476 16,941 34,200
(1,571.11)

19,273 131,644 972

（注）１．帳簿価額には消費税等を含んでおりません。

２．建物は、松本事業所を除き賃借物件であり、年間賃貸料は150,353千円であります。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

 

（２）重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,395,000 4,395,000
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元株式数は、100株であ

ります。

計 4,395,000 4,395,000 － －

（注）当社株式は、平成27年６月18日をもって、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）から東京証券取引所市場

第二部へ市場変更しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成22年４月１日

（注）
2,355,000 4,395,000 237,750 750,000 986,850 1,196,550

（注）平成22年４月１日に当社が株式会社イーウェーヴと合併したことに伴い、株式会社イーウェーヴの普通株式１株に

対し、当社普通株式を100株割当交付したことにより、発行済株式総数が2,355,000株、資本金が237,750千円、資本

準備金が986,850千円増加しております。

 

（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数１００株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 16 35 7 － 1,901 1,961 －

所有株式数

（単元）
－ 63 751 12,092 86 － 30,953 43,945 500

所有株式数の

割合（％）
－ 0.14 1.71 27.52 0.19 － 70.44 100.00 －

（注）自己株式378株は、「個人その他」に３単元と「単元未満株式の状況」に78株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

長澤 信吾 東京都文京区 693,800 15.78

三菱総研ＤＣＳ株式会社 東京都品川区東品川四丁目12番２号 689,000 15.67

Minori従業員持株会 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 450,500 10.25

滝澤 正盛 長野県松本市 369,100 8.39

ＳＣＳＫ株式会社 東京都江東区豊洲三丁目２番20号 250,000 5.68

有限会社フライト 長野県松本市大字稲倉130番地１ 174,000 3.95

松田 守弘 大阪市淀川区 158,800 3.61

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 48,200 1.09

Minori取引先持株会 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 39,600 0.90

佐藤　育子 東京都練馬区 30,000 0.68

計 － 2,903,000 66.05

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,394,200 43,942
１（1）②発行済株式の「内容」欄

に記載のとおりであります。

単元未満株式 普通株式      500 － －

発行済株式総数       4,395,000 － －

総株主の議決権 － 43,942 －

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式数
の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社Minoriソリュー

ションズ

東京都新宿区西新宿二丁目

４番１号
300 ― 300 0.0

計 ― 300 ― 300 0.0

 

EDINET提出書類

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ(E05638)

有価証券報告書

16/71



（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 41 43,952

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株） 処分価額の総額（円） 株式数（株） 処分価額の総額（円）

引き受ける者の募集を

行った取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得

自己株式
－ － － －

合併、株式交換、会社分

割に係る移転を行った取

得自己株式

－ － － －

そ の 他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 378 － 378 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含めておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主への利益還元を経営の最重要課題の一つと考え、安定的かつ持続的な利益配当を実施することを基本

方針としております。

　また、内部留保資金につきましては、成長の見込まれる事業分野に向けた投資に充当するほか、経営基盤の強化、

企業価値の向上のための原資として活用する方針であります。

　当社は会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定め

ております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これ

らの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

　当期におきましては上記方針の下、中間配当として１株あたり17円、期末配当については21円とし、年間配当金は

１株あたり38円となります。

　なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款

に定めております。

 

 （注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

 平成26年10月30日

取締役会決議
74,708 17

 平成27年５月22日

取締役会決議
92,287 21

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 815 635 917 1,360 1,189

最低（円） 372 479 576 783 975

（注）最高・最低株価は、平成22年４月１日から平成22年10月11日までは大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけ

るものであり、平成22年10月12日から平成25年７月15日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）にお

けるものであり、平成25年７月16日以降は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものでありま

す。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,120 1,139 1,134 1,122 1,173 1,189

最低（円） 1,017 1,075 1,053 1,069 1,095 1,109

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性１３名　女性　１名　（役員のうち女性の比率7.14％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役会長

執行役員
－ 滝澤 正盛 昭和26年８月25日生

昭和45年４月 日本電気エンジニアリング株式会社

（現ＮＥＣフィールディング株式会

社）入社

昭和48年３月 株式会社松本計算センター（現ＴＩ

Ｓ株式会社）入社

昭和61年６月 同社取締役

昭和63年８月 株式会社フライト（現当社）設立　

同社代表取締役社長

平成18年４月 株式会社名鉄システム開発（現当

社）代表取締役社長

平成18年９月 トータルシステムソリューション株

式会社（現当社）取締役

平成19年４月 株式会社イービックス（現当社）代

表取締役会長

平成21年４月 株式会社イーウェーヴ（現当社）代

表取締役社長執行役員

平成22年４月 当社代表取締役社長執行役員

平成24年６月 当社代表取締役会長執行役員（現

任）

注３ 369,100

代表取締役社長

執行役員
－ 北村 正人 昭和28年12月２日生

昭和53年４月 ダイヤモンドコンピューターサービ

ス株式会社（現三菱総研ＤＣＳ株式

会社）入社

平成10年６月 同社人事部担当部長

平成14年６月 同社取締役企画部長

平成18年１月 同社執行役員ソリューション統括部

長

平成18年６月 同社常勤監査役

平成21年12月 同社執行役員

平成21年12月 株式会社ディー・シー・オペレー

ションズ（現株式会社ＭＤビジネス

パートナー）代表取締役副社長

平成24年６月 当社常務取締役執行役員管理本部長

平成26年４月 当社代表取締役社長執行役員

（現任）

注３ 1,000

取締役副社長

執行役員
－ 長澤 信吾 昭和37年11月27日生

昭和60年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社

平成13年１月 同社ソリューション技術推進部長

平成16年４月 当社入社

当社常務執行役員

平成16年６月 当社常務取締役兼常務執行役員

平成17年２月 当社代表取締役副社長兼副社長執行

役員

平成17年３月 当社代表取締役社長兼最高執行役員

平成17年３月 株式会社ジェー・エス・ピー（現当

社）代表取締役社長

平成20年６月 株式会社プラネット・システム・

サービス（現当社）代表取締役社長

平成22年４月 株式会社プラネット・システム・

サービス（現当社）代表取締役会長

平成22年４月 当社代表取締役副社長執行役員

平成23年４月 当社代表取締役副社長執行役員営業

統括本部長

平成24年４月 当社代表取締役副社長執行役員

平成24年６月 当社代表取締役社長執行役員

平成26年４月 当社取締役副社長執行役員

平成26年６月 当社取締役副社長執行役員ＰＭＯ室

長

平成27年４月 当社取締役副社長執行役員（現任）

注３ 693,800
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役副社長

執行役員
－ 大吉 哲夫 昭和32年４月19日生

昭和55年４月 住商コンピューターサービス株式会

社（現ＳＣＳＫ株式会社）入社

平成17年４月 同社執行役員エス・シー・ソリュー

ション事業部副事業部長

平成17年８月 同社執行役員エス・シー・ソリュー

ション事業部長

平成17年10月 同社執行役員金融システム事業部副

事業部長

平成20年４月 同社執行役員ＥＲＰソリューション

事業部副事業部長

平成21年４月 株式会社イーウェーヴ（現当社）専

務執行役員東日本第一統括

平成22年４月 当社専務執行役員事業統括本部長

平成22年６月 当社専務取締役執行役員事業統括本

部長

平成22年10月 当社専務取締役執行役員事業統括本

部長兼産業第一本部長

平成23年４月 当社専務取締役執行役員事業統括本

部長

平成24年６月 当社取締役副社長執行役員事業統括

本部長

平成24年７月 当社取締役副社長執行役員（現任）

注３ 10,000

専務取締役

執行役員
－ 松本   亨 昭和31年９月13日生

昭和52年４月 大阪日産ディーゼル株式会社入社

昭和61年２月 日産ディーゼル販売株式会社出向

平成元年５月 株式会社ティアイエスソフトウェア

エンジニアリング（現当社）入社

平成17年４月 同社執行役員

平成18年６月 同社取締役

平成20年４月 同社常務取締役

平成21年４月 株式会社イーウェーヴ（現当社）常

務取締役常務執行役員

平成22年４月 当社常務取締役執行役員関西本部長

平成24年６月 当社専務取締役執行役員関西本部長

平成24年７月 当社専務取締役執行役員関西支社/

関西本部長

平成27年４月 当社専務取締役執行役員（現任）

注３ 5,200

常務取締役

執行役員
管理本部長 清水 陽子 昭和35年１月19日生

昭和55年４月 長谷川工務店株式会社（現株式会社

長谷工コーポレーション）入社

昭和58年10月 株式会社松本計算センター（現ＴＩ

Ｓ株式会社）入社

昭和63年３月 日新建工株式会社入社

平成４年９月 株式会社フライト（現当社）入社

平成14年６月 同社取締役

平成20年６月 株式会社イービックス（現当社）取

締役

平成21年４月 株式会社イーウェーヴ（現当社）取

締役執行役員

平成22年４月 当社取締役執行役員管理統括本部長

兼経営企画室長

平成24年４月 当社取締役執行役員管理本部長兼管

理部長

平成24年６月 当社取締役執行役員管理本部副本部

長兼管理部長

平成24年７月 当社取締役執行役員管理本部副本部

長兼総務部長

平成25年１月 当社取締役執行役員管理本部副本部

長兼総務部長兼人事部長

平成26年４月 当社常務取締役執行役員管理本部長

（現任）

注３ 23,600

 

EDINET提出書類

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ(E05638)

有価証券報告書

20/71



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

執行役員
金融本部長 和氣   茂 昭和39年10月25日生

昭和63年７月 当社入社

平成13年４月 当社マネージャー

平成19年７月 当社執行役員東京第一事業本部副本

部長兼第一部長

平成22年４月 当社執行役員金融本部副本部長兼第

一部長

平成23年６月 当社取締役執行役員金融本部副本部

長兼第一部長

平成24年４月 当社取締役執行役員金融本部長（現

任）

注３ 1,200

取締役

執行役員

 

ＩＴソ

リューショ

ン

本部長

森下 祐治 昭和38年９月５日生

昭和59年３月 株式会社松本計算センター（現ＴＩ

Ｓ株式会社）入社

平成３年９月 株式会社フライト（現当社）入社

平成19年４月 同社執行役員

平成22年４月 当社執行役員産業本部副本部長兼第

一部長

平成25年５月 当社執行役員ＩＴソリューション本

部長

平成26年６月 当社取締役執行役員ＩＴソリュー

ション本部長（現任）

注３ 26,600

取締役 － 酒井 宏暢 昭和34年９月27日生

昭和57年10月 新光監査法人入社

昭和62年３月 公認会計士登録

平成４年８月 東陽監査法人入所

平成９年１月 公認会計士・税理士酒井宏暢事務所

開設

平成15年２月 東陽監査法人代表社員（現任）

平成22年１月 税理士法人サクセスサポート設立

同法人代表社員（現任）

平成26年６月 当社取締役（現任）

注３ －

取締役 － 小山 眞一 昭和22年11月15日生

昭和45年４月 富士ゼロックス株式会社入社

平成８年１月 同社取締役

平成11年３月 同社常務執行役員

平成15年７月 同社専務執行役員

平成18年７月 同社取締役専務執行役員

平成21年６月 富士ゼロックスシステムサービス株

式会社代表取締役会長

平成22年６月 同社代表取締役会長兼社長

平成27年６月 当社取締役（現任）

注３ －

監査役

（常勤）
－ 松本 眞和 昭和22年11月６日生

昭和45年４月 丸善石油株式会社（現コスモ石油株

式会社）入社

平成５年７月 コスモ・バイオ株式会社転籍

平成９年６月 同社取締役情報システム部長兼業務

部長

平成16年８月 同社常勤監査役

平成20年６月 株式会社イーウェーヴ（現当社）監

査役

平成22年６月 当社監査役（現任）

注４ －

監査役

（常勤）
－ 久保田 忠男 昭和27年７月25日生

昭和49年４月 株式会社松本計算センター（現ＴＩ

Ｓ株式会社）入社

平成11年２月 株式会社フライト（現当社）入社

平成17年４月 同社執行役員

平成19年６月 同社取締役

平成20年４月 同社常務取締役

平成22年４月 当社執行役員信越本部長兼松本開発

部長

平成25年４月 当社執行役員信越本部長

平成26年４月 当社執行役員

平成26年６月 当社監査役（現任）

注４ 6,800
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 － 安元 宣明 昭和22年10月７日生

昭和41年４月 日本電信電話公社（現日本電信電話

株式会社）入社

平成11年６月 ＮＴＴデータ関西テクシス株式会社

（現株式会社ＮＴＴデータ関西）

代表取締役常務

平成15年７月 株式会社ＮＴＴデータ関西常務取締

役

平成26年６月 当社監査役（現任）

注４ －

監査役 － 菱川 浩一郎 昭和49年９月14日生

平成13年10月 弁護士登録

牛島法律事務所（現牛島総合法律事

務所）入所

平成14年１月 片岡総合法律事務所入所

平成22年６月 米国ニューヨーク州弁護士登録

平成24年５月 エー・シー・エス債権管理回収株式

会社取締役（現任）

平成24年６月 菱川総合法律事務所開設

同事務所所長（現任）

平成26年６月 当社監査役（現任）

注４ －

計 1,137,300

（注）１．取締役 酒井宏暢、小山眞一は、社外取締役であります。

２．監査役 松本眞和、安元宣明及び菱川浩一郎は、社外監査役であります。

３．平成27年６月26日開催の定時株主総会終結の時から１年間。

４．平成26年６月26日開催の定時株主総会終結の時から４年間。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

　当社は、取締役会と監査役会によって業務執行の監督及び監視を行っており、経営管理体制のスリム化を進め

経営全体のスピード化を推進するとともに、執行役員制度を導入することにより、経営の意思決定の迅速化と業

務執行責任の明確化に努めております。

　取締役会は、原則として月１回定時開催、必要に応じて臨時開催し、十分な議論を尽くして経営上の意思決定

を行っております。また、執行役員会等の定例会議を設置しており、会社の経営方針の伝達、事業本部の報告、

各事項における審議、意見具申を行っております。

 

（企業統治の体制図）

 

・企業統治の体制を採用する理由

　当社は、経営環境の変化に対応して、迅速な意思決定及び業務執行を可能とする組織体制を構築するととも

に、株主に対する説明責任を果たすべく、適切な情報開示の実施と経営の透明性の確保、更に企業倫理の尊重に

よる公正で健全な企業経営を基本とし、経営の効率性を高め、コーポレート・ガバナンスの体制を随時見直し、

企業価値を増加させその最大化を図ることを目標として参ります。

 

・内部統制システムの整備状況

　当社は、内部統制システムの構築に関する基本方針を平成27年４月に改訂する決議を行いました。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるよう、取締役会は、企業統治を一層強化する観点か

ら、実効性ある内部統制システムの構築と会社による全体としての法令・定款遵守の体制の確立に努めます。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書その他職務の執行に係る情報を、文書管理規程の定

めるところに従い適切に保存し、管理します。

（２）各取締役及び各監査役の要求があるときは、それらを閲覧できるものとします。
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３．損失の危険の管理に関する規程類その他の体制

（１）リスクの防止及び会社損失の最小化を図るため、リスク管理委員会を設置し、委員長を代表取締役社長と

します。

（２）リスク管理委員会は、リスク管理規程に基づき、リスク管理のためのマニュアル等の整備、運用状況の確

認を行い、取締役会に報告します。

（３）監査室は、各部門のリスク管理体制の有効性についての監査を実施します。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会規則、執行役員会規程に基づく職務権限・意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行

われる体制をとります。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）使用人が、法令・定款、その他の社内規程類及び社会通念等を遵守した行動をとるための規範や倫理規

程・倫理指針を定め、執行役員会にて周知徹底と遵守の推進を図ります。また、会社内にリスク管理委員会を

設置します。

（２）使用人が、法令・定款違反、社内規程類違反あるいは社会通念に反する行為等が行われていることを知っ

たときは、企業倫理ホットラインに通報・相談できる仕組みを用意し、案件は、遅滞なく監査役に報告されま

す。また、必要に応じてコンプライアンス調査委員会を開催し調査を実施します。

（３）内部通報制度に関しては、通報者の保護を図るとともに、透明性を維持し的確に対処するものとします。

６．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は現在、親会社及び子会社等を有していないものの、将来において企業集団を組成した場合には、関係

会社管理規程に則り、当社を中核とした企業グループ全体の健全な発展を図り、可能な限り企業集団における

情報の共有と業務執行の適正を確保することに努めます。また、下記事項を踏まえた体制整備に努めます。

イ　当社の子会社の取締役等の職務の執行に関わる事項の当社への報告に関する体制

ロ　当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ハ　当社の子会社の取締役等の職務執行が効率的に行われていることを確保するための体制

ニ　当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、並びに当

該使用人の当社の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（１）監査役が職務遂行につき補助すべき使用人の配置を求めた場合には、監査役と協議の上、使用人を置くも

のとします。

（２）監査役を補助すべき使用人は、監査役から指示された職務に関して、取締役及び上長等の指揮、命令を受

けないものとします。

（３）当該使用人の人事評価、処遇、人事異動、懲戒処分等については事前に監査役の同意を得て、それらの事

項を決定することとします。

８．監査役への報告に関する体制

イ　当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制

（１）取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事実、又は会社に著し

い損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査役に報告するものとします。

（２）取締役及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及ぼす決定・内部監査の実施結果を遅滞なく監査役に報

告するものとします。

ロ　子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための

体制

　当社は現在、子会社を有していないものの、将来において子会社を有した場合には、下記事項を踏まえた

体制整備に努めます。

（１）子会社の取締役、監査役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事

実、又は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく当社の監査役に報告するもの

とします。

（２）子会社の取締役、監査役及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及ぼす決定・内部監査の実施結果を遅

滞なく当社の監査役に報告するものとします。

（３）子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社の監査役から報告を求められた場合には、速やかに必要な報

告及び情報提供を行うものとします。

９．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための

体制

　当社は、当社の監査役に報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いをする

ことを禁じ、その旨を企業倫理ホットライン運営規程に明記すると共に、取締役及び使用人に周知徹底しま

す。
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10．監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生じる費用

又は債務の処理に関する事項

　当社は、監査役もしくは監査役会が、その職務の執行について生じる費用の前払又は償還等を請求したとき

は、当該監査役又は監査役会の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務

を処理することとします。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）代表取締役は、監査役と可能なかぎり会合をもち、業務報告とは別に会社経営に関する意見の交換のほ

か、意思の疎通を図るものとします。

（２）取締役会は、業務の適正を確保するうえで重要な会議体である執行役員会及びリスク管理委員会への監査

役の出席を確保するものとします。

12．財務報告の信頼性を確保するための体制

（１）財務報告の信頼性を確保するため、使用人に対し教育、研修等を通じて内部統制について周知徹底し、全

社レベル及び業務プロセスレベルにおいて財務報告の信頼性の確保を目的とした統制を図るものとします。

（２）取締役会は、財務報告とその内部統制を監視するとともに、法令に基づき財務報告とその内部統制の整備

及び運用状況を評価し改善するものとします。

13．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

　当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては取引関係も含めて一切の関

係をもたないこととし、また反社会的勢力からの不当要求に対しては、組織全体として毅然とした姿勢で組織

的に対応するものとします。

 

・リスク管理体制の整備の状況

　リスクの防止及び会社損失の最小化を図るための組織として、代表取締役社長を委員長とするリスク管理委

員会を設置しております。リスク管理委員会の下では、ビジネスに関するリスク、財務報告に関するリスク、

コンプライアンスに関するリスク、火災・地震、風水害、その他災害に関するリスクの種別毎にリスク主管部

署を定め、リスク管理を行っております。リスク管理委員会事務局は、管理本部長としリスクマネジメント関

係の業務に関しての総括的な事務を行っております。
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②内部監査及び監査役監査の状況

　当社は、代表取締役社長直轄の独立組織である（内部）監査室を設け、専任の監査責任者及び監査室員１名を

配置し、内部監査を計画的に実施しております。また、監査結果については、定期的に取締役会に報告いたしま

す。監査責任者は、被監査部門に対して具体的な助言・勧告、業務改善状況の確認を行うとともに、監査役及び

会計監査人（監査法人）との連携により、内部統制組織の監視及び牽制を行っております。

　当社の監査役会は４名（うち社外監査役３名）で構成されております。

　監査役４名は取締役会への出席、常勤監査役２名は執行役員会及びリスク管理委員会への出席、重要な決裁書

類の閲覧、さらに業務及び財産の調査等を通じて取締役の職務執行状況や内部統制機能の整備・運用状況を監査

しております。また、監査役は（内部）監査室及び会計監査人（監査法人）との相互連携を図っております。

 

③社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

　社外取締役酒井宏暢は、現在東陽監査法人及び税理士法人サクセスサポートの代表社員であります。同氏は、

公認会計士・税理士としての幅広い経験と見識を有していることから、広い識見による助言や監視を得ることを

期待し選任しております。また、当社と同氏との間に特別な利害関係はありません。

　社外取締役小山眞一は、過去に当社の取引先である富士ゼロックス株式会社の取締役でありました。IT業界に

深く幅広い見識を持ち、企業経営に関する豊富な経験と見識を有していることから、広い識見による助言や監視

を期待して社外取締役として選任しております。当社と同社との間には営業上の取引はありますが、取引条件は

一般の取引と同様に決定しております。また、当社と同氏との間に特別な利害関係はありません。

　社外監査役松本眞和は、他社において常勤監査役として長年の経験を有しており、当社の経営執行の適法性に

ついて客観的な監査を行うことができると判断し選任したものであります。また、当社と同氏との間に特別な利

害関係はありません。

　社外監査役安元宣明は、過去に当社の取引先である株式会社ＮＴＴデータ関西の取締役でありました。前職で

の経験から当社の経営執行の適法性について客観的な監査を行うことができると判断し選任しております。当社

と同社との間には営業上の取引はありますが、取引条件は一般の取引と同様に決定しております。また、当社と

同氏との間に特別な利害関係はありません。

　社外監査役菱川浩一郎は、現在菱川総合法律事務所を開設しておりますが、当社と同事務所との間には営業上

の取引はありません。同氏は、弁護士として豊富な知識と経験を有することから社外監査役として適任であると

判断し選任しております。なお、同氏は過去に当社の顧問弁護士事務所である片岡総合法律事務所に在籍してお

りました。当社は同事務所と現在も顧問契約を締結しておりますが、当社と同氏との間に特別な利害関係はあり

ません。

　社外取締役は、取締役会において過去の経験や実績に基づく専門的な立場から意見を述べるとともに客観的な

観点で判断をすることが出来る立場にあり、また、社外監査役は、取締役会・監査役会において過去の経験や実

績に基づく専門的な立場から意見を述べるとともに（内部）監査室、外部監査人（監査法人）と密接な連携を保

ちながら、監査役会の監査機能の充実に努めております。

　当社は当社独自の社外取締役または社外監査役の独立性に関する基準または方針は制定しておりませんが、東

京証券取引所の「独立役員の独立性の基準」を参考にしております。

 

④役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役（社外取締役を除く。） 143,463 143,463 － － － 9

監査役（社外監査役を除く。） 9,045 9,045 － － － 2

社外役員 16,500 16,500 － － － 8

（注）平成14年12月２日開催の臨時株主総会において取締役の報酬限度額は、年額200,000千円以内（ただし、使

用人分給与は含まない。）、監査役の報酬限度額は、年額50,000千円以内と決議されております。

 

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。
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⑤株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　12銘柄　314,022千円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が資本金額の

100分の１を超える銘柄

（前事業年度）

　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 262,500 148,837
取引先でありビジネス上の関係
維持のため保有しております。

株式会社豆蔵ホールディングス 90,000 36,000
将来の取引関係への発展と株式
の安定化のため保有しておりま
す。

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社 80,000 23,280
将来の取引関係への発展と株式
の安定化のため保有しておりま
す。

株式会社インフォメーションクリエーティブ 27,200 19,502
将来の取引関係への発展と株式
の安定化のため保有しておりま
す。

（注）上記に記載した以外の銘柄については、保有目的は、取引先でありビジネス上の関係維持、又は将来の取引

関係への発展と株式の安定化のため保有しておりますが、貸借対照表計上額が僅少につき記載を省略してお

ります。

 
 

（当事業年度）

　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 262,500 195,221
取引先でありビジネス上の関係
維持のため保有しております。

株式会社豆蔵ホールディングス 90,000 56,250
将来の取引関係への発展と株式
の安定化のため保有しておりま
す。

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社 80,000 26,640
将来の取引関係への発展と株式
の安定化のため保有しておりま
す。

（注）上記に記載した以外の銘柄については、保有目的は、取引先でありビジネス上の関係維持、又は将来の取引

関係への発展と株式の安定化のため保有しておりますが、貸借対照表計上額が僅少につき記載を省略してお

ります。

 
 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ(E05638)

有価証券報告書

27/71



⑥会計監査の状況

　当事業年度における会計監査業務は、有限責任監査法人トーマツにより実施されております。

　会計監査業務を執行した公認会計士の氏名は、瀬戸卓、阪田大門の２名であり、継続関与年数は両氏とも７年

以内であります。監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他３名であります。

　監査室、監査役及び会計監査人は、定期的に情報交換、意見交換を行い連携を図っております。

 

⑦取締役の定数

　当社の取締役は、12名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑧責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結できる旨を定款に定めております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取

締役、社外監査役ともに2,000千円以上であらかじめ定めた額と法令の定める額のいずれか高い額としておりま

す。

　当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結できる旨を定款に定めております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、20,000千円以上であら

かじめ定めた額と法令の定める額のいずれか高い額としておりますが、本報告書提出日現在、会計監査人との間

で当該契約を締結しておりません。

 

⑨取締役の選任決議事項

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 

⑩自己株式の取得

　当社は、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市

場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

⑪剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑫株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を図るため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨を定款に定めております。

 

⑬取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除

することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力

を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

26,000 － 26,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案したうえで定めております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日

まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
 　　 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、積極的にセミナー等に出席し、情報収集に努め、検討できる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,785,524 4,420,265

受取手形 9,192 5,098

売掛金 2,147,512 2,502,379

有価証券 2,916 －

商品 4,777 623

仕掛品 81,497 54,796

前渡金 17,340 26,179

前払費用 40,439 47,996

繰延税金資産 116,930 120,976

その他 8,105 3,806

貸倒引当金 △866 △1,004

流動資産合計 6,213,370 7,181,119

固定資産   

有形固定資産   

建物 106,851 109,373

減価償却累計額 △43,516 △48,621

建物（純額） 63,334 60,752

構築物 3,500 3,500

減価償却累計額 △2,899 △3,023

構築物（純額） 600 476

工具、器具及び備品 98,647 95,203

減価償却累計額 △80,667 △78,262

工具、器具及び備品（純額） 17,979 16,941

土地 34,200 34,200

リース資産 160,815 134,305

減価償却累計額 △108,544 △115,031

リース資産（純額） 52,271 19,273

有形固定資産合計 168,385 131,644

無形固定資産   

ソフトウエア 76,656 78,434

リース資産 5,674 2,840

その他 24,154 13,154

無形固定資産合計 106,485 94,429

投資その他の資産   

投資有価証券 451,843 518,656

繰延税金資産 120,442 98,457

敷金及び保証金 153,260 163,478

保険積立金 126,876 120,759

その他 9,180 9,635

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 861,595 910,979

固定資産合計 1,136,467 1,137,053

資産合計 7,349,837 8,318,172
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 448,408 624,039

短期借入金 800,000 700,000

1年内返済予定の長期借入金 10,000 2,500

リース債務 37,869 21,249

未払金 191,561 189,771

未払費用 35,381 39,501

未払法人税等 260,024 283,403

未払消費税等 54,235 312,573

前受金 10,246 11,862

預り金 33,672 34,695

賞与引当金 233,334 256,666

流動負債合計 2,114,732 2,476,261

固定負債   

長期借入金 2,500 －

リース債務 23,321 2,072

退職給付引当金 364,858 416,464

その他 29,522 26,822

固定負債合計 420,202 445,358

負債合計 2,534,934 2,921,620

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金   

資本準備金 1,196,550 1,196,550

資本剰余金合計 1,196,550 1,196,550

利益剰余金   

利益準備金 26,347 26,347

その他利益剰余金   

別途積立金 10,000 10,000

繰越利益剰余金 2,765,400 3,304,139

利益剰余金合計 2,801,747 3,340,487

自己株式 △224 △268

株主資本合計 4,748,072 5,286,768

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 66,830 109,783

評価・換算差額等合計 66,830 109,783

純資産合計 4,814,903 5,396,552

負債純資産合計 7,349,837 8,318,172
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高   

情報サービス売上高 12,689,692 13,303,223

商品売上高 633,594 619,023

売上高合計 13,323,287 13,922,247

売上原価   

情報サービス売上原価 10,967,633 11,255,594

商品売上原価 545,036 522,431

売上原価合計 11,512,670 11,778,025

売上総利益 1,810,616 2,144,221

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 985,995 ※１ 1,078,337

営業利益 824,621 1,065,883

営業外収益   

受取利息 611 737

有価証券利息 223 7,821

受取配当金 7,300 8,132

受取手数料 3,000 －

保険配当金 3,905 8,715

その他 3,543 3,379

営業外収益合計 18,584 28,787

営業外費用   

支払利息 6,349 5,208

その他 264 101

営業外費用合計 6,614 5,310

経常利益 836,592 1,089,361

特別利益   

投資有価証券売却益 13,661 16,184

特別利益合計 13,661 16,184

税引前当期純利益 850,253 1,105,546

法人税、住民税及び事業税 361,290 436,060

法人税等調整額 △17,531 △23,066

法人税等合計 343,758 412,993

当期純利益 506,494 692,552

 

EDINET提出書類

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ(E05638)

有価証券報告書

33/71



【売上原価明細書】

（１）情報サービス売上原価明細書

  
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 労務費  6,247,409 56.7 6,175,608 55.0

Ⅱ 外注費  4,210,292 38.2 4,494,339 40.0

Ⅲ 経費 ※１ 556,874 5.1 563,663 5.0

当期発生総製造費用  11,014,576 100.0 11,233,611 100.0

期首仕掛品たな卸高  85,446  81,497  

合計  11,100,022  11,315,109  

期末仕掛品たな卸高  81,497  54,796  

他勘定振替高 ※２ 45,050  4,718  

受注損失引当金戻入額  5,840  －  

情報サービス売上原価  10,967,633  11,255,594  

原価計算の方法

当社の原価計算の方法は、プロジェクト別個別原価計算であり、労務費及び経費の一部については、予定原価を用い

原価差額は期末において仕掛品、売上原価等に配賦しています。

 

 （注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

地代家賃（千円） 203,688 206,713

旅費交通費（千円） 87,807 83,913

減価償却費（千円） 41,627 56,626

 

※２．他勘定振替高の主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

ソフトウェア（千円） 7,485 180

販売費及び一般管理費（千円） 37,565 4,538
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（２）商品売上原価明細書

  
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 期首商品たな卸高  3,545 4,777

Ⅱ 当期商品仕入高  516,803 492,865

Ⅲ 経費 ※１ 29,465 25,411

計  549,814 523,054

Ⅳ 期末商品たな卸高  4,777 623

商品売上原価  545,036 522,431

 

（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

減価償却費（千円） 29,465 25,411
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 750,000 1,196,550 1,196,550 26,347 10,000 2,403,930 2,440,278 △165 4,386,662

当期変動額          

剰余金の配当      △145,025 △145,025  △145,025

当期純利益      506,494 506,494  506,494

自己株式の取得        △58 △58

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計      361,469 361,469 △58 361,410

当期末残高 750,000 1,196,550 1,196,550 26,347 10,000 2,765,400 2,801,747 △224 4,748,072

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 66,580 66,580 4,453,243

当期変動額    

剰余金の配当   △145,025

当期純利益   506,494

自己株式の取得   △58

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

249 249 249

当期変動額合計 249 249 361,660

当期末残高 66,830 66,830 4,814,903
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 750,000 1,196,550 1,196,550 26,347 10,000 2,765,400 2,801,747 △224 4,748,072

当期変動額          

剰余金の配当      △153,812 △153,812  △153,812

当期純利益      692,552 692,552  692,552

自己株式の取得        △43 △43

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計      538,739 538,739 △43 538,695

当期末残高 750,000 1,196,550 1,196,550 26,347 10,000 3,304,139 3,340,487 △268 5,286,768

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 66,830 66,830 4,814,903

当期変動額    

剰余金の配当   △153,812

当期純利益   692,552

自己株式の取得   △43

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

42,953 42,953 42,953

当期変動額合計 42,953 42,953 581,648

当期末残高 109,783 109,783 5,396,552
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 850,253 1,105,546

減価償却費 77,753 90,571

貸倒引当金の増減額（△は減少） △56 138

賞与引当金の増減額（△は減少） 33,334 23,332

退職給付引当金の増減額（△は減少） 41,128 51,606

受注損失引当金の増減額（△は減少） △5,840 －

受取利息及び受取配当金 △7,911 △8,870

有価証券利息 △223 △7,821

支払利息 6,349 5,208

投資有価証券売却損益（△は益） △13,661 △16,184

売上債権の増減額（△は増加） 140,750 △350,772

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,716 30,855

仕入債務の増減額（△は減少） △539,771 175,630

前受金の増減額（△は減少） 5,861 1,616

未払金の増減額（△は減少） △82,010 11,197

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,863 258,338

その他 △60,665 △9,751

小計 439,142 1,360,638

利息及び配当金の受取額 8,134 15,021

利息の支払額 △6,482 △5,194

法人税等の支払額 △214,179 △414,236

営業活動によるキャッシュ・フロー 226,615 956,229

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,000 －

定期預金の払戻による収入 500 －

有価証券の償還による収入 － 2,985

有形固定資産の取得による支出 △6,058 △8,750

無形固定資産の取得による支出 △69,286 △38,207

投資有価証券の売却による収入 24,254 33,329

保険積立金の積立による支出 △6,073 △6,073

保険積立金の解約による収入 － 10,294

差入保証金の差入による支出 △177 △18,287

差入保証金の回収による収入 4,656 1,502

その他 4,378 3,513

投資活動によるキャッシュ・フロー △57,806 △19,694

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 △100,000

長期借入金の返済による支出 △76,680 △10,000

配当金の支払額 △144,699 △153,880

その他 △42,851 △37,913

財務活動によるキャッシュ・フロー △364,231 △301,793

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △195,422 634,741

現金及び現金同等物の期首残高 3,900,946 3,705,524

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,705,524 ※ 4,340,265
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

 

・時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

３．固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に新規に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物            ３年～34年

器具及び備品    ４年～10年

 

②無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェア

 社内における利用可能期間（３年～５年）に基づく定額法によっております。

 

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

４．引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

 

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
 
・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。
 
・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り、翌事業年度から費用処理することとしております。
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５．収益及び費用の計上基準

受注制作ソフトウェアに係る収益の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては、進行基準（プロジェク

トの進捗率の見積りは原価比例法）を、それ以外のプロジェクトについては検収基準を適用しております。

 

 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

 

 

（会計方針の変更）

 （退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）を、当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法を見直した結果、退職給付見込額の期間帰属方法につき期間定額基準を継続適用するとともに、割引率の決定方法を

従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　なお、当該変更による損益等への影響はありません。

 

 

（表示方法の変更）

 （損益計算書）

　前事業年度において「営業外収益」の「その他」に含めていた「有価証券利息」は、営業外収益の100分の10を超えた

ため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組

替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた3,767千円は、「有価証券

利息」223千円、「その他」3,543千円として組み替えております。

 

 （キャッシュ・フロー計算書）

　前事業年度において、独立掲記していた「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「預り金の増減額」は、金額的重要

性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

　前事業年度において「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「未払消費税等の増減額」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」における有価証券利息に係るキャッシュ・フローは、前事業年度においては独

立掲記せず、未収利息の増減額を「その他」に含めておりましたが、金額的重要性が増したため、当事業年度より「有価

証券利息」、「利息及び配当金の受取額」にて表示しております。

　これらの表示方法の変更を反映するため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に

表示していた△10,080千円のうち、△8,863千円を「未払消費税等の増減額」へ、224千円を「利息及び配当金の受取額」

へ、△223千円を「有価証券利息」へ組替え、「預り金の増減額」に表示していた△59,447千円を「その他」へ組替えて

おります。

 

 （退職給付関係）

　「退職給付に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）の改正に伴い、複数事業

主制度に基づく退職給付に関する注記の表示方法を変更し、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　なお、財務諸表の組替えの内容及び財務諸表の主な項目に係る前事業年度における金額は当該箇所に記載しておりま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ(E05638)

有価証券報告書

40/71



 

（損益計算書関係）

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 39.2％、当事業年度 39.9％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度 60.8％、当事業年度 60.1％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

役員報酬 150,898千円 169,008千円

給与手当 410,005千円 473,368千円

賞与 26,663千円 29,502千円

賞与引当金繰入額 14,390千円 15,136千円

退職給付費用 7,653千円 7,963千円

法定福利費 76,873千円 88,413千円

旅費交通費 14,546千円 20,611千円

減価償却費 6,659千円 8,533千円

支払手数料 89,025千円 79,157千円

地代家賃 16,492千円 21,660千円

 

 

 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

26,436千円 －千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 4,395,000 － － 4,395,000

合計 4,395,000 － － 4,395,000

自己株式     

普通株式 292 45 － 337

合計 292 45 － 337

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加45株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月23日

取締役会
普通株式 74,710 17 平成25年３月31日 平成25年６月12日

平成25年10月30日

取締役会
普通株式 70,315 16 平成25年９月30日 平成25年11月26日

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月22日

取締役会
普通株式 79,103 利益剰余金 18 平成26年３月31日 平成26年６月12日
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 4,395,000 － － 4,395,000

合計 4,395,000 － － 4,395,000

自己株式     

普通株式 337 41 － 378

合計 337 41 － 378

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加41株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月22日

取締役会
普通株式 79,103 18 平成26年３月31日 平成26年６月12日

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 74,708 17 平成26年９月30日 平成26年11月26日

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月22日

取締役会
普通株式 92,287 利益剰余金 21 平成27年３月31日 平成27年６月９日

 

 

EDINET提出書類

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ(E05638)

有価証券報告書

43/71



（キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 3,785,524千円 4,420,265千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △80,000千円 △80,000千円

現金及び現金同等物 3,705,524千円 4,340,265千円

 

 

 

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
① リース資産の内容
（ア）有形固定資産

事務所用設備（器具及び備品）であります。
（イ）無形固定資産

ソフトウェアであります。
② リース資産の減価償却の方法
重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社は、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、主に短期的な運転資金を銀行借入によ

り調達しております。デリバティブは、利用しない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場株価の変動リスクに晒されております

が、時価のあるものについては四半期ごとに時価を見直しております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理基準に従い、営業債権について、経理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、経理部において財務状況等の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価及び市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直

しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。

（5）信用リスクの集中

　当事業年度における営業債権のうち9.6％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成26年３月31日）

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 3,785,524 3,785,524 －

（2）受取手形 9,192 9,192 －

（3）売掛金 2,147,512 2,147,512 －

（4）有価証券 2,916 2,916 －

（5）投資有価証券    

　　その他有価証券 429,998 429,998 －

（6）敷金及び保証金 153,260 150,296 2,964

　資産計 6,528,404 6,525,440 2,964

（1）買掛金 448,408 448,408 －

（2）短期借入金 800,000 800,000 －

（3）未払金 191,561 191,561 －

（4）未払法人税等 260,024 260,024 －

（5）未払消費税等 54,235 54,235 －

（6）長期借入金 12,500 12,521 △21

　負債計 1,766,729 1,766,750 △21

 長期借入金には、一年内返済予定の長期借入金10,000千円を含めております。

 

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 4,420,265 4,420,265 －

（2）受取手形 5,098 5,098 －

（3）売掛金 2,502,379 2,502,379 －

（4）投資有価証券    

　　その他有価証券 496,812 496,812 －

（5）敷金及び保証金 163,478 162,318 1,159

　資産計 7,588,034 7,586,874 1,159

（1）買掛金 624,039 624,039 －

（2）短期借入金 700,000 700,000 －

（3）未払金 189,771 189,771 －

（4）未払法人税等 283,403 283,403 －

（5）未払消費税等 312,573 312,573 －

（6）長期借入金 2,500 2,524 △24

　負債計 2,112,287 2,112,311 △24

 長期借入金には、一年内返済予定の長期借入金2,500千円を含めております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

前事業年度（平成26年３月31日）

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金、（4）有価証券

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

（5）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等

から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、[注記

事項]（有価証券関係）をご参照下さい。

（6）敷金及び保証金

　これらの時価について、将来の回収予定額をリスクフリーレートで割り引いた現在価値により算定して

おります。
 
負　債

（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金、（4）未払法人税等、（5）未払消費税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

（6）長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

（4）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等

から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、[注記

事項]（有価証券関係）をご参照下さい。

（5）敷金及び保証金

　これらの時価について、将来の回収予定額をリスクフリーレートで割り引いた現在価値により算定して

おります。
 
負　債

（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金、（4）未払法人税等、（5）未払消費税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

（6）長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

 

 
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

非上場株式 21,844 21,844

　非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるものであるため、「投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
 前事業年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
 （千円）

１年超
５年以内
 （千円）

５年超
10年以内
 （千円）

10年超
 （千円）

預金 3,785,396 － － －

受取手形 9,192 － － －

売掛金 2,147,512 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

　 債券（社債、外国債） 2,916 － － 200,000

合計 5,945,017 － － 200,000

 当事業年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
 （千円）

１年超
５年以内
 （千円）

５年超
10年以内
 （千円）

10年超
 （千円）

預金 4,420,072 － － －

受取手形 5,098 － － －

売掛金 2,502,379 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

　 債券（社債、外国債） － － － 200,000

合計 6,927,550 － － 200,000

 

４．借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 800,000 － － － － －

長期借入金 10,000 2,500 － － － －

合計 810,000 2,500 － － － －

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 700,000 － － － － －

長期借入金 2,500 － － － － －

合計 702,500 － － － － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（平成26年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

（1）株式 243,503 150,209 93,294

（2）債券 － － －

（3）その他 812 440 372

小計 244,316 150,649 93,666

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

（1）株式 981 1,080 △98

（2）債券 187,616 203,060 △15,444

（3）その他 － － －

小計 188,597 204,140 △15,542

合計 432,914 354,789 78,124

 （注）非上場株式（貸借対照表計上額 21,844千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

（1）株式 292,177 134,144 158,032

（2）債券 203,680 200,000 3,680

（3）その他 954 440 514

小計 496,812 334,584 162,227

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

（1）株式 － － －

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 － － －

合計 496,812 334,584 162,227

 （注）非上場株式（貸借対照表計上額 21,844千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

（1）株式 24,254 13,661 －

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

合計 24,254 13,661 －

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

（1）株式 33,329 16,184 －

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

合計 33,329 16,184 －

 

３．減損処理を行った有価証券

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び複数事業主制度による厚生年金基金制度を設けておりま

す。なお、厚生年金基金制度については、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算できないため、確定

拠出制度と同様に会計処理しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 343,476千円 

勤務費用 56,849千円 

利息費用 5,152千円 

数理計算上の差異の発生額 10,141千円 

退職給付の支払額 △25,619千円 

退職給付債務の期末残高 389,999千円 

 

(2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の退職給付債務 389,999千円 

未積立退職給付債務 389,999千円 

未認識数理計算上の差異 △25,141千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 364,858千円 

   

退職給付引当金 364,858千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 364,858千円 

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 56,849千円 

利息費用 5,152千円 

数理計算上の差異の費用処理額 4,747千円 

確定給付制度に係る退職給付費用 66,748千円 

 

(4）数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率　　　1.5％

予想昇給率　5.4％

 

３．複数事業主制度

 確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、58,067千円でありまし

た。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況（平成25年３月31日現在）

年金資産の額 553,988,242千円

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金

の額との合計額（注）
581,269,229千円

差引額 △27,280,986千円
 

（注）前事業年度においては「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。

(2）複数事業主制度の加入人数に占める当社の割合（平成25年３月31日現在）

0.27％
 

(3）補足説明

上記(1)の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 148,570千円及び不足金 27,132,416千円であり

ます。なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いたしません。
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び複数事業主制度による厚生年金基金制度を設けておりま

す。なお、厚生年金基金制度については、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算できないため、確定

拠出制度と同様に会計処理しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 389,999千円 

勤務費用 57,407千円 

利息費用 5,849千円 

数理計算上の差異の発生額 55,304千円 

退職給付の支払額 △18,426千円 

退職給付債務の期末残高 490,134千円 

 

(2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の退職給付債務 490,134千円 

未積立退職給付債務 490,134千円 

未認識数理計算上の差異 △73,669千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 416,464千円 

   

退職給付引当金 416,464千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 416,464千円 

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 57,407千円 

利息費用 5,849千円 

数理計算上の差異の費用処理額 6,775千円 

確定給付制度に係る退職給付費用 70,032千円 

 

(4）数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率　　　0.7％

予想昇給率　5.4％

 

３．複数事業主制度

 確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、56,984千円でありまし

た。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況（平成26年３月31日現在）

年金資産の額 636,261,314千円

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金

の額との合計額（注）
648,005,851千円

差引額 △11,744,536千円
 

（注）前事業年度においては「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。

(2）複数事業主制度の加入人数に占める当社の割合（平成26年３月31日現在）

0.27％
 

(3）補足説明

上記(1)の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 113,788千円及び不足金 11,630,748千円であり

ます。なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いたしません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度
（平成26年３月31日）

 当事業年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 83,160千円 84,956千円

未払事業税 20,476千円 22,269千円

未払社会保険料 12,562千円 13,037千円

その他 732千円 713千円

計 116,930千円 120,976千円

    

繰延税金資産（固定）    

退職給付引当金 130,035千円 134,824千円

資産除去債務 8,584千円 9,914千円

長期未払金 9,120千円 8,176千円

その他 20,076千円 3,374千円

小計 167,817千円 156,290千円

評価性引当額 △35,936千円 △20,205千円

合計 131,880千円 136,084千円

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 △11,437千円 △37,626千円

合計 △11,437千円 △37,626千円

繰延税金資産（固定）の純額 120,442千円 98,457千円

 
 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 前事業年度
（平成26年３月31日）

 当事業年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 38.01％ 　法定実効税率と税効果会計適用後の

法人税等の負担率との間の差異が法定

実効税率の100分の５以下であるため

注記を省略しております。

（調整）
 
 

住民税均等割 1.23％ 

税率変更による期末繰延税金

資産の減額修正 1.17％

 

 

その他 0.01％  

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 40.43％

 

 

 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

き下げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.6％から平成27年４月

１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成28年４月１日に開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異については32.3％に変更されます。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は19,549千円減少し、法人税

等調整額が24,109千円、その他有価証券評価差額金が4,560千円それぞれ増加しております。
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（資産除去債務関係）

前事業年度（自　平成25年４月１日　至 平成26年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至 平成27年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、サービスの性質及び顧客の特性を考慮し、サービスごとに包括的な戦略を立案し事業活動を展開しており

ます。

 

（１）ソフトウェア開発・・・各種業務や機能など多様なニーズに対するシステムコンサルティング、システム導入

技術支援及びソフトウェアの新規開発に至る業務

（２）システム運用管理・・・大型汎用機から中小型機及びこれらを連携させたシステム等の広い領域にわたるオペ

レーション・運用監視・ネットワーク管理、アウトソーシング等の業務

（３）システム機器販売・・・パーソナルコンピュータ及びその周辺機器、各種サーバ・ネットワーク機器、汎用

パッケージ、セキュリティシステム等ハードウェア及びソフトウェアの販売

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

 事業セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

(注)１

財務諸表

計上額

(注)２ 
ソフトウェア

開発

システム

運用管理

システム

機器販売
計

売上高       

外部顧客への売上高 8,999,542 3,690,150 633,594 13,323,287 － 13,323,287

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 8,999,542 3,690,150 633,594 13,323,287 － 13,323,287

セグメント利益 1,013,891 360,159 49,890 1,423,942 △599,320 824,621

セグメント資産 1,818,184 581,192 255,179 2,654,556 4,695,281 7,349,837

その他の項目       

減価償却費 31,408 11,715 30,345 73,469 4,283 77,753

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額
25,998 10,455 39,976 76,430 14,408 90,838

（注）１．調整額は以下のとおりです。

（１）セグメント利益の調整額△599,320千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

（２）セグメント資産の調整額4,695,281千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係るもので

あります。

（３）減価償却費の調整額4,283千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係るものでありま

す。

（４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額14,408千円は、各報告セグメントに配分していない全

社資産に係るものであります。

 

２.セグメント利益は財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

(注)１

財務諸表

計上額

(注)２ 
ソフトウェア

開発

システム

運用管理

システム

機器販売
計

売上高       

外部顧客への売上高 9,603,429 3,693,404 625,413 13,922,247 － 13,922,247

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 9,603,429 3,693,404 625,413 13,922,247 － 13,922,247

セグメント利益 1,238,037 395,824 41,780 1,675,641 △609,757 1,065,883

セグメント資産 2,082,780 617,707 246,275 2,946,762 5,371,409 8,318,172

その他の項目       

減価償却費 33,207 11,668 40,417 85,293 5,277 90,571

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額
19,230 4,414 9,750 33,395 1,161 34,557

（注）１．調整額は以下のとおりです。

（１）セグメント利益の調整額△609,757千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

（２）セグメント資産の調整額5,371,409千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係るもので

あります。

（３）減価償却費の調整額5,277千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係るものでありま

す。

（４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,161千円は、各報告セグメントに配分していない全

社資産に係るものであります。

 

２.セグメント利益は財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
ソフトウェア
開発

システム
運用管理

システム
機器販売

計

外部顧客への売上高 8,999,542 3,690,150 633,594 13,323,287

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱総研ＤＣＳ株式会社 2,032,172
ソフトウェア開発・システム運用管理・

システム機器販売

 

 

当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
ソフトウェア
開発

システム
運用管理

システム
機器販売

計

外部顧客への売上高 9,603,429 3,693,404 625,413 13,922,247

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱総研ＤＣＳ株式会社 1,817,730 ソフトウェア開発・システム運用管理

ＳＣＳＫ株式会社 1,506,187 ソフトウェア開発・システム運用管理

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
（千円）

主要

株主

三菱総研ＤＣＳ

株式会社

東京都

品川区
6,059,356 情報サービス業

（被所有）

直接 15.7
営業上の取引先 売上高 2,032,172 売掛金 201,150

（注）１.上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２.取引条件及び取引条件の決定方針等

上記の売上高についての取引は、市場価格を参考に相互協議のうえ決定しております。

 

当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
（千円）

主要

株主

三菱総研ＤＣＳ

株式会社

東京都

品川区
6,059,356 情報サービス業

（被所有）

直接 15.7
営業上の取引先 売上高 1,817,730 売掛金 173,463

（注）１.上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２.取引条件及び取引条件の決定方針等

上記の売上高についての取引は、市場価格を参考に相互協議のうえ決定しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 

１株当たり純資産額 1,095円63銭

１株当たり当期純利益金額 115円25銭
 

 

１株当たり純資産額 1,227円99銭

１株当たり当期純利益金額 157円59銭
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当期純利益（千円） 506,494 692,552

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 506,494 692,552

期中平均株式数（株） 4,394,701 4,394,636

 

 

（重要な後発事象）

株式の分割

　当社は、平成27年６月26日開催の取締役会において、株式分割について決議をしております。当該株式分割の内容は

次のとおりであります。

１．株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、株式数の増加により株式の流動性を高めることで、投資家の皆様

により投資しやすい環境を整えるとともに、投資家層の更なる拡大を図ることを目的としております。

 

２．株式分割の概要

(1）分割の方法

　平成27年７月31日（金曜日）を基準日とし、同日の最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通

株式１株につき２株の割合をもって分割いたします。

(2）分割により増加する株式数

　株式分割前の発行済株式総数　　　　　：　 4,395,000株

　今回の分割により増加する株式数　　　：　 4,395,000株

　株式分割後の発行済株式総数　　　　　：　 8,790,000株

　株式分割後の発行可能株式総数　　　　：　32,000,000株

(3）分割の日程

　基準日公告日　　　　　平成27年７月16日（木曜日）

　基準日　　　　　　　　平成27年７月31日（金曜日）

　効力発生日　　　　　　平成27年８月１日（土曜日）

 

３．前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 547円81銭 614円00銭

１株当たり当期純利益金額 57円63銭 78円80銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
－ －
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 106,851 3,386 864 109,373 48,621 5,968 60,752

構築物 3,500 － － 3,500 3,023 123 476

工具、器具及び備品 98,647 6,903 10,346 95,203 78,262 7,941 16,941

土地 34,200 － － 34,200 － － 34,200

リース資産（有形） 160,815 － 26,510 134,305 115,031 32,997 19,273

有形固定資産計 404,014 10,289 37,721 376,583 244,938 47,030 131,644

無形固定資産        

ソフトウエア 203,851 35,267 101,173 137,945 59,510 33,489 78,434

リース資産（無形） 14,171 － － 14,171 11,331 2,834 2,840

その他 24,154 － 11,000 13,154 － － 13,154

無形固定資産計 242,177 35,267 112,173 165,271 70,841 36,323 94,429

長期前払費用 3,575 2,545 2,146 3,974 687 649 3,287

 （1,209) (1,590) (1,410) (1,389) (－) (－) (1,389)

（注）　長期前払費用の（　）内は内数で、ソフトウェア使用料、保守料の期間配分に係るものであり、減価償却費と性

格が異なるため、当期末減価償却累計額又は償却累計額及び当期償却額の金額に含めておりません。

 

 

【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 800,000 700,000 0.6 －

１年以内に返済予定
の長期借入金

10,000 2,500 0.9 －

１年以内に返済予定
のリース債務

37,869 21,249 0.9 －

長期借入金（１年以
内に返済予定のもの
を除く。）

2,500 － － －

リース債務（１年以
内に返済予定のもの
を除く。）

23,321 2,072 2.4 平成28年～29年

その他有利子負債 － － － －

合計 873,690 725,821 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

リース債務 2,072 － － －

 

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 874 138 － － 1,012

賞与引当金 233,334 256,666 233,334 － 256,666

 

 

 

【資産除去債務明細表】

記載事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 193

預金  

当座預金 1,787,059

普通預金 2,337,043

通知預金 210,000

別段預金 391

定期預金 80,000

郵便振替 5,578

小計 4,420,072

合計 4,420,265

 

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

アイテック阪急阪神株式会社 4,821

タカヤマケミカル株式会社 277

合計 5,098

 

期日別内訳

期日 金額（千円）

平成27年４月満期 2,540

平成27年５月満期 2,558

合計 5,098

 

 

③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ＳＣＳＫ株式会社 240,157

三菱総研ＤＣＳ株式会社 173,463

日本ヒューレット・パッカード株式会社 143,271

関電システムソリューションズ株式会社 128,000

ユーピーアール株式会社 123,741

その他 1,693,744

合計 2,502,379
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売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)
 × 100

(A) ＋ (B)
 

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
 

2,147,512 15,027,421 14,672,554 2,502,379 85.4 56.5

　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

④　商品

区分 金額（千円）

システム機器販売 623

合計 623

 

⑤　仕掛品

区分 金額（千円）

ソフトウェア開発 39,234

システム運用管理 15,561

合計 54,796

 

⑥　投資有価証券

区分及び銘柄 金額（千円）

株式  

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 195,221

株式会社豆蔵ホールディングス 56,250

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社 26,640

株式会社アクティブ・ワーク 20,219

ＳＣＳＫ株式会社 6,057

その他　７銘柄 9,634

小計 314,022

債券  

三菱ＵＦＪセキュリティーズインターナショナル

ユーロ円建為替リンク債
203,680

小計 203,680

その他  

日本リテールファンド投資法人 954

小計 954

合計 518,656
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⑦　買掛金

相手先 金額（千円）

ダイワボウ情報システム株式会社 42,141

株式会社ＳＧコンサルティング 32,811

日本アイ・ビー・エム株式会社 18,998

株式会社インタープレジゼント 11,968

株式会社大塚商会 11,802

その他 506,317

合計 624,039

 

⑧　短期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 300,000

株式会社三井住友銀行 200,000

株式会社みずほ銀行 100,000

株式会社八十二銀行 100,000

合計 700,000

 

⑨　退職給付引当金

区分 金額（千円）

退職給付債務 490,134

未認識数理計算上の差異 △73,669

合計 416,464
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 3,003,023 6,435,436 9,826,112 13,922,247

税引前四半期（当期）純利益金額

（千円）
163,085 433,364 677,765 1,105,546

四半期（当期）純利益金額（千円） 103,212 274,372 429,284 692,552

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
23.49 62.43 97.68 157.59

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額（円） 23.49 38.95 35.25 59.91
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は電子公告とし、次の当社ホームページに掲載します。

（http://www.minori-sol.jp/）

ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告をすることができ

ない場合は、日本経済新聞に掲載します。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）単元未満株式の権利制限

１．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

 　（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　 （2）取得請求付株式の取得を請求する権利

 　 （3）募集株式または募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度　第34期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月27日関東財務局長に提出。

 

（2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成26年６月27日関東財務局長に提出。

 

（3）四半期報告書及び確認書

　第35期第１四半期（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月12日関東財務局長に提出。

　第35期第２四半期（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月13日関東財務局長に提出。

　第35期第３四半期（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）平成27年２月12日関東財務局長に提出。

（4）臨時報告書

　平成27年６月29日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定

に　基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成27年６月26日

株式会社Minoriソリューションズ  

  取締役会 御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 瀬戸   卓   印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 阪田 大門   印

 

＜財務諸表監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Minoriソリューションズの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第35期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及

び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

Minoriソリューションズの平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社Minoriソリューショ

ンズの平成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、株式会社Minoriソリューションズが平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以   上

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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